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Ⅰ「対学生政策」の不可避性
「冬の時代」と呼ばれている大学のサバイバル競争は，歯止めのかからない少子化傾向と
短大の４年制大学への転換ラッシュによって表面化した超過供給圧力に直面し，ますます激
化しつつある。国公立大学の独立法人化，定員の４割を推薦枠に頼るに至った私立大学，い
ずれも高度な人材供給の要請および定員確保の要求という質・量の両面からの対策が求めら
れているからである。
特に，偏差値のつかないＦランクの学部・学科が年々増加し，Ｆランクという水面がひた
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代表的な学生による登録単位数と単位当たりの学習時間の決定モデルを用いて，現
行制度下の登録上限単位数の引き下げ・成績評価へのペナルティ制度の導入・線型
授業料制度の導入の諸効果を分析する。現行制度の下での代表的な学生の登録単位
数はその上限に制約され単位当たりの学習時間は下限に制約されているため，更な
る登録単位数の引き下げは総学習時間を低下させ，所定の大きさ以上のペナルティ
や授業単価を導入しない限り単位当たりの学習時間も変化しないことが示される。
さらにペナルティや授業単価を含めた比較静学分析の結果，ペナルティの引き上げ
も授業単価の引き上げも，登録単位数を引き下げ単位当たりの学習時間を増加させ
るものの，総学習時間を減少させることが明らかにされる。ペナルティの引き上げ
に比べて授業単価の引き上げは，登録単位数に対しても学習時間に対しても絶対的
な効果は大きく，登録単位数への相対的な影響も大きくなる。
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登録単位数と学習時間
成績評価へのペナルティと線型授業料の導入について
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ひたと押し上がりつつある現状は，大学の存亡に関わるため，高校生の「青田刈り」など，
定員確保競争を加速させる。したがって，Ｆランクの大学の比重が低下しない限り，定員確
保の激化による質の低下というジレンマは解消されそうにない。
もちろん,「冬来たりなば春遠からじ」という可能性を指摘する楽観論もある。進学率の
更なる上昇や大学院への進学増加，特に社会人や留学生といった新規需要への期待である。
また水面下の大学が可変費用も回収できなくなって沈めば，過剰供給が緩和されるようにな
るという声も聞く。
しかし近年の大卒就職率の実質的な低迷からも分かるように，大学教育への魅力は，人的
資本投資の場としてもシグナリング機能を果たす差別化の場としても，低下しつつある1)。
若年失業者に占める構造的なミスマッチ失業者の比重が高いことを想起すれば，こうした状
況が景気回復だけで大きく変わるとは思えない。厳冬の時代は，新たなニーズに応じた人材
を輩出するように，大学への「構造改革」を要求しているのである。
すなわち，入試では量的確保に走る結果として学力低下が懸念される一方，就職では新た
なニーズに応じた人材供給への対応を迫られており，２つの課題を同時に解決する必要があ
るゆえに深刻な課題なのである。事実，すでに多くの大学で様々な試みが実施されているが，
大多数の試みの基本原理は他産業が当たり前のように行ってきた「高付加価値化戦略」であ
り，安く仕入れた材料を懇切丁寧に加工して特色ある製品として送り出そうとする戦略に他
ならない2)。
大学の置かれている環境や学部・学科の性格によって付加価値の具体的な中身は多様にな
りうるが，そうしたプログラムを有効に実施するためには多かれ少なかれ既存の「ガバナン
ス改革」を伴うという点では共通している。そして，政治家が自らの手で厳しい政治改革を
実施するのが困難なように，長期にわたって温存してきた既得権益に大学の構成員自らがメ
スをふるうのも容易ではない。すなわち，大学のガバナンス改革に時間がかかる限り，自然
栽培政策から高付加価値化や低価格化へ戦略転換しようにも実際には穏やかな展開にならざ
るをえないと予想される3)。
他方，内部利害が錯綜するガバナンス改革に比べると，学生の現状に関する認識および施
策については比較的容易に合意できる可能性が高い。特に，学力低下が指摘される状況にお
いて高付加価値化が要請される今日では，学生の学習不足の解消に注目が集まるのは自然で
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1) 両アプローチ共に投資的な見方であるが，もちろん教育には消費的な側面もある。これらの点につ
いては，荒井（2002)，小塩（2002)，永谷（2003）などが詳しい。
2) それ以前は「自然栽培｣，つまり手を入れなくても産地のブランドに応じてそれなりに売れた時代
と言えるかもしれない。すると植草（2000）の指摘する「産業融合」が進むにつれ，他産業の株式会
社組織からの「低価格戦略」による参入も活発になりうる。自然栽培の時期が長かったために，高等
教育産業では品質改善だけでなく費用削減ノウハウも育っていないからである。
3) これは，Aoki (2000）や Dixit（2001）が強調するように，現行の制度や政治が多数のプレイヤー
のインセンティブと戦略の結果に他ならないからである。矢根（2003）では，試験監督という大学内
の日常的な簡単なルールの変更でさえ多数のステークホルダー間の調整が必要になることが示唆され
ている。
ある。事実，学習のモチベーションの引き上げ・教育内容と方法の改善・成績評価の透明性
など教育ノウハウへの関心が高まっているのは，過剰に見える履修登録科目数や受験放棄，
そして授業態度の悪化やアルバイト優先の風潮といった学生の学習態度の問題を指摘する声
が大きいからだろう。
学生さえ，本当に必要な科目のみを履修し，その学習に十分な時間を費やしてくれれば，
その分だけ大学側の抱える問題（教職員の負担やガバナンス改革の必要性）も減少するとい
う期待は教職員間では特に大きくなる。ゆえに，この種の期待を実現しようとする「対学生
政策」は，大学の根本的なガバナンス改革を伴うことなく実施できる余地が大きいため，容
易に普及する可能性が高いと考えられる。
代表的な例は，履修登録の上限単位数の引き下げである。限度枠まで履修登録していても，
必ずしも全科目を受験するわけではないので，こうした「幽霊履修登録単位」を排除するこ
とによって教学および事務的な費用を削減しようというわけである。また，必要な科目だけ
履修するようになれば，学習密度も高まるという期待も根強い。
最近増加し始めたＧＰＡとそれに伴う「不合格評定（Ｆ評定)」へのペナルティの導入も，
履修科目数を削減して科目当たりの学習時間を増加させようという点では同じ目的である4)。
ＧＰＡの導入に際して高得点者への優遇策（上智大学や立命館大学での表彰や授業料免除）
や低得点者への冷遇策（青森公立大学の退学勧告や桜美林大学の履修科目数制限）が組み合
わされることからも，いかに大学が学生の学習意欲の向上に期待しているかは明らかである。
もっともＧＰＡ自体は成績評定を得点化した平均値にすぎないから，すでに成績証明書に
不合格評定を明記している大学では基本的に同様の効果を上げているはずである。むしろ興
味深い点は，立命館大学のように未受験単位にもペナルティを与える点にある5)。すなわち,
「現行制度」では単位を取得できなくとも実質的なペナルティは存在しなかったのに，今後
増加すると予想される「ペナルティ制度」になると単位を取得できなかった場合には（基準
値以下に平均値を下げるという意味で）｢マイナスの評価」になってしまうという点が大き
な相違なのである。
こうした「対学生政策」の背景にあるのは,「過剰な履修登録」によって「過少な学習」
が蔓延しているという現状認識であろう。さらに，高付加価値化プログラムの実施とそれに
伴うガバナンス改革には時間がかかるため，まずは実施が容易な「対学生政策」から実行し
ようという現実主義が窺える。だからこそ，ガバナンスの根本的改革を伴わない措置は急速
に普及する可能性が高いのである。
本稿の目的は，登録単位数と単位当たりの学習時間を決定する簡単なモデルを用いて，現
登録単位数と学習時間 15
4) 日経新聞2002年２月12日。ＧＰＡとは Grade-Point Averageの略語で，成績評定を点数化し，その
平均値を学習成果の尺度として用いる制度である。
5)上智大学では（所定の登録中止手続きを行えば）未受験単位は成績証明書には記載されないようで
あるが,「手当たり次第に登録し試験時に放棄する風潮に歯止めをかける」のが目的の１つである以
上，実質的には立命館大学と同様の主旨を有する措置だと推察できる。
行制度下の登録上限単位数の引き下げ・成績評価へのペナルティ制度の導入・線型授業料制
度の導入の効果を分析することである。すなわち本稿は，大学の具体的な政策の効果を分析
しようとする点で，教育市場や経済成長そして人的資本やバウチャー制度といった諸問題を
精力的に分析している「教育の経済学」の最近の流れとは一線を画している。確かに最近の
分析成果が示すように高等教育産業を取り巻く状況は厳しいが，だからこそ逆に個別大学が
確固たるビジョンの下に機敏に行動する必要性が高まっているのである。それにもかかわら
ず,「過剰な登録」や「過少な学習」といった曖昧な要素が多い現状認識に基づき，実行が
容易だからという理由だけで「対学生政策」が比較的早い速度で普及する可能性が高いのが
現状である。現状を十分に吟味することなく表面的な対策を繕うだけでは，たんに実効性に
乏しい徒労に終わる危険性だけでなく，予想外の弊害を発生させる危険性も高まってしまう
だろう。
事実，本稿の分析結果に基づけば，登録上限単位数の引き下げやペナルティ制度の導入が
無条件に総学習時間を上昇させるとは限らない。現行の登録上限枠の下では代表的な学生の
登録単位数が上限に制約され単位当たりの学習時間は下限に制約されるので，更なる登録単
位数の引き下げは総学習時間を低下させ，所定の大きさ以上のペナルティや授業単価でなけ
れば単位当たりの学習時間にも影響を与えない。さらにペナルティや授業単価を含めた比較
静学の結果，ペナルティや授業単価の引き上げは登録単位数を引き下げ単位当たりの学習時
間を増加させるが総学習時間を減少させる。ゆえに大学が望む学習時間と登録単位数を効率
的に達成する政策を施行するには，現行制度下の不自然な登録上限枠を撤廃したうえで，ペ
ナルティと授業単価を同時に導入するポリシーミックスを実施すべきだと考える。
本稿の構成は次のとおりである。まず第Ⅱ節では，登録単位数と単位当たりの学習時間を
決定する簡単なモデルを提示し，第Ⅲ節では，ペナルティと授業単価の引き上げの比較静学
分析を行う。次に第Ⅳ節では，現行制度と代表的な学生を定義し，制限された登録単位数の
下で単位当たりの学習時間を下限に設定していると特徴づける。その結果として第Ⅴ節では，
現行制度の登録上限単位数を更に引き下げると総学習時間が低下し，所定の大きさを下回る
ペナルティや授業単価の導入では単位当たりの学習時間に影響を与えないことを示す。最後
に第Ⅵ節では，分析結果と課題を要約したうえで政策的含意を検討する。おそらくペナルテ
ィ制の導入はやがて従量制授業料導入につながることで先行者利益を生むだろうが，同時に
学生のコスト意識が明確になるにつれて，大学側も教育内容・方法・成績評価制度の抜本的
な改善という形でのガバナンス改革を迫られるようになるだろう。
Ⅱ 履修登録単位数と単位学習時間の基本モデル
学生の学習目的は，将来を見据えた人的資本への投資であるかもしれないし，たんに卒業
後に有益なシグナルを得ることにあるのかもしれない。しかしいずれにせよ，対学生政策の
目標が「取得単位数」から「好成績」への転換を意図する以上，単位当たりの学習時間 
桃山学院大学総合研究所紀要 第30巻第２号16
と登録単位数を主変数として取り上げ，学生はその選択によって得られる純便益を最大
にすると仮定することは，第１次接近として妥当な仮説だろう6)。すなわち，取得単位とそ
の評価に伴う効用（便益）と履修および学習に伴う費用の差額たる純便益の最大化問題
を考える。
まず簡単化のために，限界効用を１に基準化した線型の効用関数を仮定し
，構成要素として成績評価を考慮した取得単位数を取り上げよう。実際に何単位を
どんな成績で修得できるかは，登録可能単位数の制約の下で，どれほど履修し学習するかに
依存する。すなわち効用は，以下で説明するように，登録単位数と単位当たりの学習
時間の関数とみなすことができる。
取得できなかった単位にペナルティが課されない「現行制度」の下では，登録した単位の
うち取得できた単位のみが正の効用をもたらす。評価が高いほど高い効用をもたらすと考え
られるが，ここではペナルティ評価の効果に焦点を当てるため，合格か不合格の２つの結果
だけに注目する。すると，取得できなかった単位に何のペナルティも課されない現行制度の
下では，不合格となった単位数はまったく効用に影響しないものとして扱うことができる。
取得できなかった単位にペナルティを課す「ペナルティ制度」の下では，新たに大学が定
める不合格単位へのペナルティの大きさに応じて，取得できなかった単位の分だけ
効用が低下する。単位を取得した場合の評価を１としてペナルティの大きさを相対化した値
に設定すれば，現行制度はの値がゼロである特殊ケースとみなすこともできる。
大学側の「単位認定方針」を所与とすれば，当該学生の取得単位数は登録単位数と単
位当たりの合格率の積である。ここで合格率を単位当たりの学習時間の逓減的な増加
関数と仮定すれば（)，取得単位数は登録単位数 と単位当たりの学習時間 
の関数になる。
他方，総費用は，総学習時間の逓増的な増加関数である学習費用（）
と，登録単位数の線型増加関数である授業料（	）の合計とみなすこと
ができる。もっとも，定額制の授業料が支配的な現行制度では，授業料は登録単位数に
依存しない。授業料が登録単位数の狭義の増加関数になるのは，新たに「線型授業料制度」
(授業単価	）を導入した場合に限られる。
いずれにせよ，総費用も効用と同様に登録単位数と単位当たりの学習時間の関数に
なる。ただし，こうした授業料体系は全学生に共通であるのに対し，学習費用は本来は
各学生によって異なりうる。
以上の仮定の下で，純便益を最大にするように，単位当たりの学習時間と登録単位
数を決定すると考えれば，次のように定式化できる。
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6) それゆえ学習に伴う直接の「喜び」が大きい場合には，その分だけ便益が高いか学習費用が低いと
考えることもできる。他方，科目間の異質性やそこから派生するリスクの相違については，この基本
モデルでは捨象されている。
 


	




最初の単位当たりの学習時間の制約は，最低限の情報収集等の正の最低学習時間	
を持つと想定する一方，十分に高い学習時間の天井を持つという仮定である。次の登録
単位数の制約は，非負かつ制度上（履修規定や時間割上）の登録上限単位数以下であ
ることを意味する。
最後の制約は，左辺の「ペナルティ・ウェイト」が合格率の下限，すなわち学習時間 
の下限を課すことを意味する。ペナルティ・ウェイトの値はペナルティが大きくなるにつれ
て０から１に向かうので，合格率がそれ以上の範囲に決まらないと，効用関数の要素の非負
制約が満たされないのである7)。
Ⅲ 比較静学 ～ペナルティと授業単価の影響～
ここでは，正のペナルティや授業単価が導入された一般的な目的関数(１)の内点解の存在
を仮定し，ペナルティの値や単位当たりの授業料
の引き上げが登録単位数および単位
当たりの学習時間に及ぼす効果を検討する。
まず，目的関数(１)の内点解が存在するならば，それぞれの一階の条件は次のように表す
ことができる。
 

	 

「学習時間の限界条件」である(２)式の左辺は，単位当たりの学習時間の増加による（１
単位当たりの）効用の増加である「学習の限界効用」を表す。右辺のは，単位当たりの
学習時間の増加がもたらす（１単位当たりの）学習の限界費用である。ただし，これらの費
用は限界効用のウェイトを配慮した値とみなされるべきである。
ペナルティ制度下では，学習時間の上昇による成績評価の上昇分（）だけ限界効用
が大きく評価される。学習時間の増加による合格率の上昇は，取得単位に評価１のプラス効
果を与えるだけでなく，の負の評価の要因である不合格率を減少させるからである。
「登録単位数の限界条件」である(３)式の左辺は，登録単位数の増加による効用の増加で
ある「登録の限界効用」を表す。右辺の（
）は，登録の限界費用が単位当たりの学習
費用の増加と授業単価の合計であることを意味している。
ペナルティ制度下の限界効用は，合格率が１より小さい限り，不合格の場合のペナルティ
評価 の分だけ小さくなる。合格率が高まる学習時間の増加の場合とは異なり，不
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7) ペナルティ・ウェイトは，ペナルティの値が大きくなるにつれ増加し，限りなく１に近づく。こう
した極限に近い状態では，合格率も100％近くに上がらないと，誰も履修登録しようとしなくなる。
これが可能かどうかは，学生の費用便益の状況だけでなく，合格率の形状に影響する大学側の単
位認定政策のあり方にも依存する。
合格になる単位数の分だけ限界効用が低下するからである。ただし，ペナルティ・ウェイト
による合格率の下限制約が成立している限り，(３)式で表される登録の限界効用は常に非負
である。
次にヘシアンを調べると，目的関数が狭義の凹関数となる十分条件が満たされている
ことが分かる8)。一定の純便益を保つためには，登録単位数と単位当たりの学習時間の関係
は原点に対して凸になるわけである。
 
				
	
ゆえに，ペナルティと授業料単価	に関する以下の比較静学の結果を直ちに得
る9)。
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すなわち，ペナルティの引き上げも授業単価の引き上げも，登録単位数を引き下げ，
単位当たりの学習時間を引き上げるという同一の定性的な効果を持つ。ゆえに両政策と
もに，単位当たりの学習時間の増加による合格率の上昇を引き起こすことが分かる。
しかし，登録単位数の減少効果の方が相対的に大きいため，総学習時間は減少する。この
点は，(５)・(６)式の結果を使って次のような形で確かめることができる。





	










	
内点解を仮定し合格率が正である限り，授業単価の引き上げはペナルティの引き上げに比
べて総学習時間を大きく減少させる。これは，ペナルティの引き上げの方が学習時間に及ぼ
す相対的な影響が大きいからである。換言すれば，それだけ授業単価の引き上げの方が学習
時間よりも登録単位数に及ぼす影響が相対的に大きいわけである。本来，授業単価は登録単
位への価格でありペナルティは成績評価への対価であることを想起すれば，これは自然な結
果であり，次式により確認することができる。
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8) の導出には(２)式の限界条件が使われている。
9) 内点にある有限な学習時間内では合格率は１に達することなく と想定しているが，仮に
となる状態でも比較静学の定性的な結果は変わらない。
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ただし合格率がゼロでない限り，学習時間と登録単位数に与える影響力の絶対値自体は，
ペナルティの変更より授業単価の変更の方が常に大きい点に注意すべきである。授業単価の
引き上げは，たんに登録単位数の大幅な減少をもたらすだけでなく，この登録単位数の減少
を通じて学習の限界費用を低下させることで，ペナルティの引き上げよりも大きな学習時間
への刺激効果を持つのである。
合格率が学習時間の逓減的増加関数であるという仮定の下では常に平均合格率が限界
合格率を上回る点に着目すれば，この点は次式によって確かめることができる。






		










	




	

以上の結果は以下のような形に要約することができる。
【命題１】(２)・(３)式を満たす内点解が存在するとき，ペナルティの値および単位当
たりの授業料の引き上げが目的関数(１)を最大にする内点解に及ぼす影響は，次のとお
りである。
① ペナルティの値の引き上げも単位当たりの授業料の引き上げも，単位当たりの学
習時間の上昇を通じて合格率を高める一方，登録単位数と総学習時間の低下を
もたらす。
② 授業単価の変更はペナルティの変更に比べると，(単位当たりの学習時間への影響に
比べれば）登録単位数に「相対的に」大きな影響力を持つ。
③ 授業単価の変更はペナルティの変更に比べると，単位当たりの学習時間にも登録単位
数にも，それゆえ総学習時間にも「絶対的に」大きな影響を及ぼす。
Ⅳ 現行制度と代表的学生
効用関数や学習費用関数	そして合格率関数
の細かな形状は，実際には各学生によ
って異なりうる。たとえば，学習および登録の限界効用が高く限界費用が低い学生ほど，大
学側から見れば優秀とみなされよう。それゆえ，必ずしもすべての学生について，上記の
(２)・(３)両式を満たす内点解が現実に成立しているとは限らない。
むしろ１人の「代表的な学生」を想定する場合でさえ，大半の学生が制度上の登録上限単
位数まで履修しているという現実は，現行制度下では端点解が支配的である可能性を示唆し
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ている。この事実は，少なくともペナルティも線型授業料も導入されていない「現行制度」
下の大半の学生にとっては，登録上限単位数を上回る履修登録が最適であることを暗示
する。
そこで，ペナルティも線型授業料も導入されていない「現行制度」下で，仮に登録上限制
約がないと想定して，最低限の単位当たりの学習時間と登録単位数の下限に注目して，
(２)・(３)式の一階の条件を平均合格率と限界合格率を使ったクーンタッカー条件に
書き直すと，学習の限界条件は限界合格率と限界学習費用との均等に，登録の限界条件は平
均合格率と限界学習費用との均等に単純化できることが分かる。
 	 	
  	
もし双方の限界条件がバインドしていれば，つまり双方の下限制約がスラックであれば，
限界合格率と平均合格率が一致しなければならない。しかし任意の単位数に対する有限な意
味ある学習時間の領域においては，必ず平均合格率は限界合格率を上回る。
ゆえに現行制度の下では，少なくとも両変数が正で有限な意味ある領域において(12)・
(13)の双方の限界条件を同時に満たす内点解は存在しない。これは，逓減的な合格率を前提
にすれば，学習の限界費用が高すぎるのでない限り，登録の限界費用が低すぎる結果に他な
らない。
結局，登録の限界条件(13)式がバインドし正の登録が選択され（)，オリジナル
な学習の限界条件自身はスラックとなって（）学習の下限時間が実現すると考えら
れる10)。この状況は図１に示されるように，学習の下限時間の下で点Ａが選択され，その
学習時間の下で登録の限界条件(13)式を満たす登録単位数が最適となる。ところが同じ
学習時間の下では，点線で示される学習の限界条件(12)式における限界効用はその限界
費用を必ず下回ってしまうので，学習の限界効用と限界費用を一致させる登録単位数は
常に登録の限界条件(13)式を満たす登録単位数を下回るのである。
すると，代表的な学生が現行制度の上限枠まで履修しているという現象は，現行の登録上
限単位数が学習の下限時間を伴って登録の限界条件を満たす単位以下であることを
示唆する。もし登録上限単位数がを上回って設定されていれば，代表的な学生も上限
枠を下回る履修登録をするはずだからである。逆に，
ならば，代表的な学生は必ず上
限枠まで履修することになる。
さらに，図１の単位より左にいくら上限単位数を下げても，少なくとも単位を上回
る限り学習の限界条件は均等しないから，単位当たりの学習時間は下限の時間に張り付
いたままである。ゆえに，単位を上回り単位以下の登録上限単位数を想定した場合，
登録単位数と学習時間 21
10) (12)式の下限制約がスラックになると，(13)式の登録の限界条件がクーンタッカーの条件に反して
しまう。(13)式の限界条件がスラックであればゼロの登録を意味するので，やはり（が大きい
と仮定しない限り）(13)式の左辺が正になってしまう。
登録単位の限界条件は(14)式のように書ける。登録単位数が上限にバインドするため
（)，登録の限界効用がその限界費用を上回るのである。
 			

ゆえに，本稿における「現行制度」と「代表的な学生」は以下のように定義できる。
【定義】ペナルティ制度も線型授業料制度も導入されていない状況である現行制度の登録
上限単位数と代表的な学生の定義は，次のとおりである。
① 代表的な学生は，登録上限単位数の制限がなければ，単位当たり学習時間の下限 
のもとで登録の限界条件(13)式をバインドさせる登録単位数を選択する
② しかし現行制度の登録上限単位数は，学習下限時間の下で学習の限界条件(12)
式の限界効用と限界費用を一致させる登録単位数	を上回るが，登録の限界条件(13)
式をバインドさせる登録単位数以下にある。
③ ゆえに	を上回り以下の登録上限単位数を伴う現行制度の下では，代表的な学
生は単位当たりの学習下限時間と登録上限単位数を選択することになる
結局，現行制度の基本的な特徴は，登録の限界費用が実質的にゼロである点にある。学習
時間を増加させても合格率は逓減的にしか増加しないので，この制度的特徴の下では登録の
限界条件を均等させる単位数が学習の限界条件を均等させる単位数	を必ず上回る。そ
して他の条件に等しき限り，合格率の逓減度が大きいほど，学習の限界費用が低いほど，両
者の単位数の乖離は大きくなる。
重要なことは，これらの帰結を代表的な学生の最適化行動の結果だとみなす点にある。確
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図１．現行制度下における登録単位数
かに代表的な学生は結果的には学習時間の下限を選択するけれども，それは登録の限界費用
が低すぎる帰結なのである。その結果として多くならざるをえない最適な登録単位数を強制
的に引き下げようとするのが，現行の登録上限単位制度なのである。だとすれば代表的な学
生の立場からみれば，現行登録単位数は過剰ではなくむしろ過少だということになる。
Ⅴ 現行制度改革の効果
ここでは，前節で特徴づけたを上回り以下の登録上限単位数を伴う現行制度に対
して，登録上限単位数の引き下げ，ペナルティ制度の導入，線型授業料金制度の導入という
３つの改革の効果について個別に考察する。すでにペナルティや授業単価の変更が及ぼす一
般的な効果については比較静学分析を試みたが，ここでは登録上限を伴う現行制度に新たに
導入した場合の効果について吟味するわけである。
まず，登録上限単位数の引き下げは，の範囲にある限り，代表的な学生の単位当た
りの学習時間にはまったく影響を与えず，取得単位数と総学習時間を減少させるだけである。
換言すれば，単位当たりの学習時間の増加，すなわち合格率の上昇を目標として登録上限単
位数を引き下げるならば，という範囲に上限枠を引き下げる必要がある。
すなわち，新たな登録上限単位数が(12)式をバインドさせる範囲に設定されるなら，図２
に示されるように，内点として決定される単位当たりの学習時間は現行の下限時間を越
えることになる。登録上限単位数の引き下げ幅が大きければ，その分だけ学習の限界費用も
大きく低下するので，単位当たりの学習時間の増加も大きくなる。
ところが学習の限界条件が満たされている限り，登録単位数の引き下げによる単位当たり
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図２．登録単位数の減少と単位当たり学習時間



の学習時間の増加は，次式に示されるように総学習時間を減少させる点に注意すべきで
ある。これは，登録単位数の減少を学習時間の増加で補おうとしても，限界合格率は逓減す
るのに学習の限界費用は逓増するからである。
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
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 

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すなわち，登録上限単位数の引き下げ政策は，常に総学習時間を減少させる。単位当たり
の学習時間それゆえ合格率を高めるためには，登録上限単位数の引き下げ幅を大きくせざる
をえず，その分だけ総学習時間も減少してしまう。かといって登録上限単位数の引き下げを
小幅にとどめるなら，単位当たりの学習時間も合格率も変化せず，たんに総学習時間だけを
減少させてしまうのである。
次に，現行制度にぺナルティ制を追加した場合の一階の条件を考えると，学習の限界効用
はだけ上昇し，登録の限界効用は	だけ低下することが分かる。すなわち，
図３に示されているように，登録の限界効用曲線は低下し，学習の限界効用曲線は上昇する。
ペナルティが登録単位数に及ぼす相対的な影響力は小さいことから，(15)式の条件が成立
する範囲でのペナルティ・ウェイトを想定すれば，図３に示されるようにペナルティが追加
された登録の限界条件をバインドする登録単位数は図１におけるとの間の大きさ
になる。学習の限界条件がバインドしていないために，学習時間が下限時間のままだか
らである。
桃山学院大学総合研究所紀要 第30巻第２号24
図３．ペナルティの導入と履修登録単位数



  
	





	




この場合，現行制度の登録上限単位数が以下なら（)，何の変化も生じない。逆
に現行制度の登録上限単位数がを上回っている場合には（	)，登録単位数も総学習
時間も減少してしまうことになる。
(15)式のような状況が生じる理由は，ペナルティがゼロの現行制度下においても代表的な
学生はすでに下限の学習時間は学習しているからである。図４に示されているように，
この状況から少々ペナルティの大きさを引き上げても学習時間は増加しない。学習時間を刺
激しようと思えば，学習の下限時間と上限時間の間で(15)式が等号で成立する図４の矢印の
範囲にペナルティ・ウェイトを設定する必要がある。第Ⅲ節で分析した比較静学の世界が実
現するためには，この範囲内にペナルティ・ウェイトを設定しなければならない。
しかし，こうしたペナルティの引き上げは，登録単位数もかなり減少させるはずである。
しかも合格率関数の学習時間弾力性が小さければ，学習時間の刺激に有効なペナルティ・ウ
ェイトの範囲は小さくなると思われる。そもそも登録の限界費用が低すぎるから生じる端点
解を成績評価へのペナルティの導入だけで内点解へ移行させるには，より正確な情報が必要
になり高いリスクを伴うのである。
最後に，線型授業料制度のみ導入した場合の効果を考察すると，(13)式の登録の限界費用
に学習時間当たりの授業単価
が加わるだけであることが分かる。特に授業単価が登録単
位数に及ぼす相対的な影響力が大きいことから，図５の点線に示されるように学習の限界効
用と限界費用を一致させる登録単位数近くまで，容易に登録単位数を削減する授業単価
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図４．ペナルティ・ウェイトの大きさと単位当たり学習時間




 
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を設定できるかもしれない。この水準以上に授業単価を設定できるなら，比較静学で分析
された学習および登録の両限界条件を満たす内点解が存在することになるわけである。
逆に，その水準を下回る授業単価が設定されるなら，(15)式が成立するペナルティの導入
と同様な結果が生じる。たとえ二部料金制が導入されても，固定料金部分が大半を占めるよ
うな授業料体系であれば，次式が成立する可能性も高いのである。
 
設定される授業単価が(16)式の範囲にある場合，図５の実線で示されるように，単位当た
りの学習時間はまったく変化せず，登録単位数の変化は設定される授業単価の大きさによっ
て決まる単位数に依存する。現行制度の登録上限単位数が以下なら（）何の変化
も生じないが，を上回る場合には（）登録単位数も総学習時間も減少してしまう。
いずれにせよ，この範囲内での導入に効果があるとすれば，総学習時間の減少を伴う登録単
位数の減少だけなのである。
以上の３つの制度改革の帰結は次の命題に要約できる。
【命題２】登録上限単位数の引き下げ・ペナルティ制度の導入・授業単価の導入が代表的
な学生に及ぼす影響は以下のとおりである。
① 登録上限単位数の引き下げは，常に総学習時間を減少させる。
② なぜなら，の小幅な引き下げは単位当たりの学習時間に影響を与えず，大幅な引き
下げは単位当たりの学習時間を引き上げても登録単位数の下落の効果を下回るからであ
る。
③ ペナルティ制度の導入は，そのペナルティの大きさが(15)式を満たす範囲にある
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図５．線型授業料の導入と履修登録単位数
限り，単位当たりの学習時間に影響しない
④ それゆえ，(15)式を満たすペナルティの導入に効果があるとすれば，登録単位数
の減少を通じた総学習時間の減少だけである
⑤ 線型授業料制度の導入は，その授業単価が(16)式を満たす範囲にある限り，単位当
たりの学習時間に影響しない
⑥ それゆえ，(16)式を満たす授業単価の導入に効果があるとすれば，登録単位数の減
少を通じた総学習時間の減少だけである
ゆえに総学習時間の増加を目的として現行制度の改革を考えるならば，総学習時間を減少
させる登録上限単位数の引き下げは賢明な策とはいえない。登録上限を維持した現行制度の
改革でも，(15)式が成立する範囲内のペナルティを導入しても(16)式の範囲内での授業単価
を導入しても，総学習時間を増加させるどころか，かえって減少させる危険性があるだけで
ある。
この基本的な原因は，前節でも言及したように現行制度下の学習の限界費用に比べて登録
の限界費用が低すぎる点に由来する。この点から見れば，最近話題のＧＰＡの導入は学習の
限界効用を高め登録の限界効用を低めるので，確かに有力な政策である。しかし上限枠を維
持したまま(15)式の範囲内でペナルティを導入しても効果は期待できない。むしろ上限枠を
撤廃して初めて，登録単位数の増加という形で総学習時間が増加するのである。
学習への刺激というＧＰＡ導入の本来の目的を達成するためには，登録単位数の削減を本
来の目的とする線型授業料の導入を併用すべきである。現行制度下の不自然な登録上限枠を
撤廃したうえで，ペナルティと授業単価を同時に導入するポリシーミックスによって大学側
が望む学習時間と登録科目数を効率的に達成できるからである。
Ⅵ 分析の含意と課題
本稿では,「過剰な履修」と「過少な学習」に直面する大学が比較的容易に実施できる
「対学生政策」である登録上限単位数の引き下げ・成績ペナルティ制度の導入・線型授業料
制度の導入の効果を分析した。
まず，ペナルティや授業単価を含めた比較静学の分析結果によれば，ペナルティの引き上
げも授業単価の引き上げも同じような定性的な効果を持つ。すなわち，登録単位数を引き下
げ，単位当たりの学習時間を増加させる一方，総学習時間を減少させる。ただし，授業単価
の引き上げの方が，登録単位数および単位当たりの学習時間の双方への絶対的な効果は大き
く，登録単位数への相対的な影響力も大きい。これは，授業単価が本来の登録単位への価格
でありペナルティが成績評価への対価であることを想起すれば，自然な結果である。
次に，登録上限枠を伴う現行制度下の代表的な学生を，登録単位数が制限され単位当たり
の学習時間が下限に制約されている状況にあると特徴づけた。こうした見方に基づけば，確
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かに現状は学習時間の下限にあるものの，それは「過剰な履修」ではなく上限制約による
「過少な履修」の下での最適な選択に他ならない。改善すべき基本的な問題があるとすれば，
むしろ低い登録の限界費用と大学側の既存の単位認定政策の見直しであろう。
実際，現行制度の更なる登録単位数の引き下げは総学習時間を低下させ，所定の大きさ以
上のペナルティや授業単価を導入しない限り単位当たりの学習時間も変化しないことが示さ
れた。これは，大学が望む学習時間と登録科目数を効率的に達成するためには，現行の単位
認定政策を見直し不自然な登録上限枠を撤廃したうえで，ペナルティと授業単価を同時に導
入するポリシーミックスが必要であることを示唆している。
ゆえに，現行制度下の登録上限単位数の更なる引き下げや成績評価へのペナルティの導入
だけでは，代表的な学生の総学習時間を減少させるだけに終わってしまう危険性が高い。そ
こで，登録単位数の調整には主に線型授業料の導入で対処し，学習時間の調整には本格的な
ＧＰＡの導入を伴う単位認定政策の見直しが進められるだろう。双方共に，優秀な学生には
有利に作用するため，早期に導入した大学ほど優秀な学生を集めるのに有利になる先行者利
益を得るからである。
しかし，こうした改革が進むにつれ，学生のコスト意識は鋭くなり成績評価への説明責任
も高まらざるをえない。すなわち，出発点は比較的実行が容易な対学生政策であっても，実
りある成果を得られるかどうかは実行が難しい大学のガバナンス改革に結局は依存してくる
のである。
もちろん，こうした含意はきわめて単純なモデル分析の結果に基づいており，そこでは科
目間の相違もそれらを考慮した学生の取捨選択行動も捨象されている。これらの要素を考慮
した場合に本稿の分析結果がどのように変化するかについては今後の課題としたい。
本稿は2003年度桃山学院大学特定研究費助成による研究題目「大学内部の組織・ルールが
及ぼす大学の教育成果と効率性に関する理論的・実証的研究」の成果報告であることを感謝
と共に銘記しておきます｡
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Credits to Register and Study Hours :
On Introducing a Penalty to a School Record
and a Linear Pricing System to Tuition
Shinji YANE
A model is presented in this paper in which a representative student determines the number
of credits required to register and the number of hours of study required for each hour of credit ;
furthermore, the effects of three policies are examined. The policies involve a reduction in the
registration requirements, the introduction of penalties, and the use of a tuition pricing system.
The results show that reducing the current upper limit brings a reduction in the total number of
study hours, ans that neither the introduction of penalties nor linear pricing changes the number
of hours of study required for each hour of credit unless the magnitude of penalties and tariffs is
beyond some critical values. The reason for this is that a student chooses an upper-limit number
of credits and a lower-limit number of study hours per credit under the current system.
Moreover, the comparative static analysis shows that a reduction of both penalties and linear tar-
iffs raises the number of credits required to register and reduces the number of study hours.
However, it shows that the absolute effects of a change of tariffs on both the number of credits
and the number of study hours are larger, and the relative effects of it on the number of credits
are also larger.
